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１．調査の背景・目的

【調査の背景】

 アニメ、マンガ、映画、音楽等のコンテンツは、クールジャパンを代表する要素であり、今後の成長分野として期待されている。近年、
IoT 技術の進展により、既存の流通方法によらず、コンテンツを制作した者が、誰でも、直接、国内外の消費者へコンテンツを流通さ
せることが可能となりつつある。国内コンテンツ市場が飽和状態にある中で、我が国コンテンツ産業の市場拡大を図っていくためには、こ
れらIoT 技術を活用した新たなコンテンツの流通の仕組みを検討していくことが求められる。

 これを実現する方法の一つとして、低コストでP2Pのやり取りを可能にするブロックチェーン（BC）技術の活用が考えられる。BCによる
P2Pネットワークは、データのトレーサビリティや透明性の高い取引が可能という特性を有するため、コンテンツを制作した個人・個社が、
コンテンツを管理しつつ、自動的に利用許諾や対価の支払いを行うことが可能となる。そのため、コンテンツの流通システムに高い親和
性を有すると考えられる。

【調査の目的】

 本調査事業では、BC技術を活用したコンテンツの流通システムを通じた、新たなコンテンツビジネスの可能性を把握することを目的と
する。

【対象範囲】

 コンテンツ業界全般（音楽、映像、広告、出版、ゲーム等）

 国内市場（ただし、事例調査は海外を含める）

本調査の目的と概要
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１．調査の背景・目的 | ブロックチェーンのシステム的特徴と技術

「ブロックチェーン」、P2P（ピアtoピア）型でシステムが構成されるとともに、各種技術により、
優れた改ざん耐性、ゼロ・ダウンタイム等を実現する

ブロックチェーンのシステム構成（ピアtoピア型）と、特徴的な技術
現在一般に用いられることが多い
システム構成（クライアント・サーバ型）

サーバ

クライアント クライアント クライアント

ピア

ピア

ピア

ピア

暗号化技術
（ハッシュ、電子署名等）

コンセンサスアルゴリズム
（分散ネットワーク上の複数のコンピュータ
が合意を形成するに当たり生じる問題を解

決するアルゴリズム）

スマートコントラクト
（狭義には、ブロックチェーン上で動作する、

自動的な執行を行うプログラム）

取引履歴が記録された「ブロック」が時系列で
つながったものを各ピアがそれぞれ保持する
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１．調査の背景・目的 | ブロックチェーンの種類

˃ コンソーシアム、プライベート型においては、各ノードの「信頼」の度合いを高めることで、コンセンサスの条件を緩和し、処理を高速化。

 ネットワークへの参加を制限して参加者の信頼度を高めることでPoWの負荷を下げ、またインセンティブモデルを簡略化したコンセンサスアルゴリズムを
採用し、高トランザクション処理を可能にする「コンソーシアム型/ プライベート型」の仕組みが提案されている。

 ただ、コンソーシアム型やプライベート型では、ブロックチェーンの本来の意義（中央管理者不在での利用）を活かせない、という意見もある。

ブロックチェーンを企業内利用する場合、ビットコインなどのようなパブリック型ではなく、コ
ンソーシアム型/プライベート型での利用が主

※定義は厳密に定まっているものではない。ここでは、一般的に論じられる場合に考えられることの多い定義を採用

お互いに
認識はない（例外はあるが）

誰でも系に参加可能

組織間は
認識あり

系には限られた
参加者しか存在しない

組織内での
利用

定義 代表的なブロックチェーン

パブリック

コンソーシアム

プライベート

˃ 基本的に、誰でもネットワークに参加
可能

˃ 悪意をもったユーザを排除するために、
合意形成（コンセンサスアルゴリズ
ム）が必要となる

˃ 特定の企業グループなど、信頼のおけ
るメンバでブロックチェーンを利用

˃ 合意形成はとりやすい

˃ 特定の組織の内部でブロックチェーンを
利用

˃ 自社内に閉じているため、合意形成は
必要ない

˃ ビットコイン
˃ Ethereum

˃ Hyper Ledger

˃ Mijin

システムイメージ
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２．調査の概要・実施方針

本調査では、アンケートと30社程度のヒアリングにより、ブロックチェーンを活用した流通
システムの市場規模算出、業界ニーズ・ビジネスモデルの具体化・課題の明確化を実施。

調査の全体像

• 文献調査やヒアリング、産業連関表の
活用等により、各分野（音楽、映像、
広告（デジタル・サイネージ）、出版、
ゲーム）における経済効果を調査する

• 市場規模、費用削減効果等に限らず、
ブロックチェーンを活用した経済効果に
関する効果的な指標を整理する

• ヒアリング対象者（10社程度）及び
項目については経済産業省との協議の
上、実施する

• 有識者、コンテンツ事業者、クリエー
ター、サービス提供事業者、IT ベンダー
等のバランスを考慮し、ヒアリングを実施
する

• 現状の課題やブロックチェーン技術を活
用した新たなシステムへのニーズ、シス
テム実現に向けた課題等を聴取し、シ
ステムを構築する際の参考となる情報
を収集する

• ヒアリング対象者（20社以上）及び
項目については経済産業省との協議の
上、実施する

• (1) の結果、より効果的な分野を複数
選択し、検討を行う

• (2) の調査を踏まえ、現状において、よ
り現実的なシステムの仮説検証を行う

• 将来に向けて、ステップアップが必要な
場合には、そのロードマップを提示する

• アンケート調査により、需要予測に基
づいた市場規模を算出

• 特に経済効果の大きい分野や事業者
分類を明らかにし、今後優先的に取り
組みを推進すべき領域を特定

• デスクトップ調査結果による仮説に基
づき、ヒアリング対象者を選定、実施

• 今後の新たなシステムやビジネスモデ
ルの推進主体となるような事業者の
把握

• アンケート調査、ヒアリング調査の結
果を踏まえた有望ビジネスの具体化

• 実現を前提とした、短期的な推進方
針と長期的な方針（将来的なゴー
ル）の明確化

(1)ブロックチェーンを活用した
流通システムの市場規模等の算出

(2)新たな流通システムへのニーズ調査
(3)新たなコンテンツビジネスモデルの
構築及びその実現に向けた課題調査

実施方法
（仕様書より）

NRIの
アプローチ・
アウトプット
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜ヒアリング実施方針

ヒアリング調査は、コンテンツの分野と事業者区分を選定。先進事例からビジネスモデル
を検討し、ニーズ主体となりうる事業者、実現性に関する有識者の意見を聴取した。

ヒアリングの実施方針と対象者区分

業務管掌 企画・制作 流通 管理
ITベンダー
有識者

想定事業者
コンテンツ事業者・
クリエイター

配信事業者 著作権等管理事業者

音楽 3件 3件 2件 1件

映像 1件 - - 1件

広告 2件 - -

出版 3件 2件 - 1件

ゲーム 3件 - - 1件

その他 4件（メディア等） 4件

Step1（目的：仮説補強）
BC先進企業やコンテンツ業界の有識者に対し、現状
の取り組み事例や、ニーズのありそうな事業者を聴取

Step2（目的：ニーズ/課題調査）
ニーズの主体として想定される事業者への検証と、導
入へのハードルを聴取

Step3（目的：課題調査）
実現性（技術的課題等）の聴取
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜コンテンツ業界における課題仮説

コンテンツ業界では、分野を問わず業務管掌別に以下のような課題が存在している。

音楽

映像

広告
（デジタル・サイネージ）

出版

ゲーム

企画

• 違法コピー
⇒異なるビジネスモデル
にも移行しつつあるが、
根本的解決には至ってい
ない

制作

• 違法コピー
⇒制作物のセキュリティ
強化（CCCD等）を図
るも、消費者にとって不
便で受け入れられづらい

管理

• 権利管理の複雑さ・
アクセスの困難さ
⇒権利情報へのアクセス
が困難なコンテンツが多く
存在。クリエイターは権利
処理業務を管理団体に
委託しており、クリエイター
側の柔軟なルール設定
が困難

流通

• 違法コピー
⇒DRM技術により再
生・閲覧制限のあるコン
テンツの流通が進んだが、
未だ突破する者は存在

• チケット転売
⇒チケット等の転売価格
高騰により主催・参加者
の不利益が生じる

• 収益源の拡大
（個人の作品流通促進、
二次利用の促進）

コンテンツ業界における現状の課題

1

11

2

3

4
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜BC技術の応用範囲

ブロックチェーン技術の活用方向性を整理すると、コンテンツ業界では主に「権利管理・処
理への応用」と「決済・取引への応用」とに整理される。

業務管掌 企画・制作 管理・権利処理 流通

想定事業者
コンテンツ事業者・
クリエイター

著作権管理事業者・
DBサービス事業者

配信事業者

応用範囲 権利管理・処理への応用 決済・取引への応用

BCが担う機能
• 原盤の証明
• 利用許諾・権利譲渡の処理・記録
• 権利料の徴収・支払い等

• 取引証明（ライセンス管理）
• 配信実績の証明
• 従量課金制や独自仮想通貨の導入 等

想定効果

• 著作権料分配レートの柔軟な設定（徴収
額の増加）

• 権利素材に対する使用許諾の簡略化
（著作権侵害対策）

• 著作権料の徴収・分配の透明化、即時化、
管理コストの削減

• 配信実績レポートの透明化

• 流通の適正化（違法ダウンロード・転売対
策等）

• 決済の即時化、透明化

• 独自仮想通貨導入による流通の活性化

デジタルコンテンツ業界におけるBCの活用目的・想定効果
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○

×• オンライン上のコンテンツについては原盤
の証明が有効だが、一度DLされてしまえ
ばコピーを防ぐことはできない

○

３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜課題に基づくBC活用目的の検討

コンテンツ業界における課題のうち、②権利情報の透明化・権利処理の簡易化
③転売対策④収益源の拡大については、ブロックチェーン技術による解決可能性がある。

①違法コピー

②権利管理の複雑さ・
アクセスの困難さ

③チケット転売

④収益源の拡大

• コンテンツに権利情報を付加し、利用者
の記録も同一のチェーン上に載せることで、
権利処理の透明化と即時化は可能

• 制作段階やブレイク前のクリエイターの作
品への投資による経済活性化が想定

• 権利処理の簡易化が二次利用の促進
をもたらす

課題 BC技術の解決可能性

• BCの権利管理への応用
• 既存のシステムでカバーできていないアマチュアクリエイターの作品

や、二次利用目的の流通に対応

• BCの権利管理／決済・取引への応用
• BC活用により中間手数料の低減、決済の即時性を実現するこ

とで利用者を拡大し、コンテンツの流通活性化につなげる

業界のBCに対するニーズ・見解

• BCの決済・取引への応用
• すべての転売を規制することは不可能なため、BC上での二次流

通を認め、手数料を徴収する（少額でも、権利料収益の増加
につながる）

• BCのみでは不十分
• DRM等の技術開発やそもそものビジネスモデルの転換が必要

△
• BC内では、コンテンツの流通経路が明ら

かとなり、転売に関わったユーザーを特定
することができる（BC外での流通につい
ては管理できない）
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜①音楽：業界ニーズに対応するBCビジネス

音楽業界においてBC導入メリットへのニーズが高く、ビジネスの実現性があるのは
流通プラットフォームの導入と、トークンエコノミーの形成。

BC応用範囲 ビジネス 業界からのコメント BCによる実現性

権利管理

権利情報データベース
（原盤証明サービス）

• クリエイター側は、無断利用の防止と摘発のため、著作物証明を行い
たい。また、自分の著作物の利用先の透明化にもニーズがある

• 利用者側も、音楽素材を用いた動画などを制作する企業等においては、
違法なコンテンツ利用は避けたい

• BC以外での検討進行中
例：JACC、文化庁による実
証実験が進行中（音楽権利
情報検索ナビ）

流通プラットフォーム

• 音楽の複雑な権利関係の整理、利用料徴収及び配分手法の簡素化
へのクリエイター側のニーズは高い

• 特に、二次利用のコンテンツ流通の際の適正な権利処理と
情報の管理が重要

• 仮想通貨による決済を含めたプラットフォーム（PF）であれば、
利用料の徴収及び配分を即時化できる

• 海外へ流通したコンテンツの利用料の徴収
• 海外における日本発コンテンツ利用時の決済手段の簡素化
• 他国のプラットフォームと連携できるBCプラットフォームには期待

される

• BC技術的には可能性があ
る

• BCが持つ追跡可能性及び
スマートコントラクトによる決
済手段の簡素化により、権
利管理や利用料の徴収及
び配分を即時化。

• 仮想通貨を用いることで、
国・地域を問わず少額決済
可能。（価格変動性が高
いものはリスクとなるため、決
済に用いる仮想通貨の価
格は固定とする）決済・取引

トークンエコノミー
（ICOにより形成）

• 独自仮想通貨による決済圏を構築し、手数料を安くするなどの取り組み
が、業界活性化に繋がると期待されている

• BCで実現可能
• ただし、決済では価値固定

型の仮想通貨でなければ実
用化は難しい

音楽業界におけるBCビジネスへのニーズ整理

出所）各社ヒアリング結果よりNRI作成

注：業界関係者すべての意見を網羅しているわけではないことに留意

※赤枠実線は有望領域、破線は将来的に可能性のあるもの
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜②映像：業界ニーズに対応するBCビジネス

映像業界においてBC導入メリットへのニーズがあり、ビジネスの実現性が最もあるのは
流通プラットフォームの導入。トークンエコノミーの形成も将来的に検討の余地がある。

映像業界におけるBCビジネスへのニーズ整理

出所）各社ヒアリング結果よりNRI作成

BC応用範囲 ビジネス 業界からのコメント BCによる実現性

権利管理

権利情報データベース
（原盤証明サービス）

• 適切な権利処理を行うための権利情報が整備されていないことが多く、
これを解決することで映像素材の利活用をより推進したい

• ただし、一次的な著作権者情報だけではなく、二次利用以降
の利用状況等を、権利者側は把握したいと考えている

• BC以外での検討進行中
例：JACC

• 取引情報の把握は、BCに
よる流通プラットフォームで
実現

流通プラットフォーム

• 撮影されても放送/商用化されない映像素材が大量にあるため、これ
らを管理し、活用したい

• 音楽、レコード音源、原作、脚本、実演等のそれぞれの権利者に対す
る許諾・使用料分配が必要となるため、権利処理業務が煩雑となる
ため、これをシステム化、あるいは簡略化したい

• 特に、二次利用では、すべての権利情報が一覧化されていな
い場合、処理が困難（海外への番組販売、パッケージ化
（DVD等）、関連商品化、インターネット配信等）

• BCによって取引情報の透
明化とスマートコントラクト
との連携による決済の即時
化を実現

決済・取引

トークンエコノミー
（ICOにより形成）

• 現状、明確な想定企業はなし
• BCで実現可能。音楽や出

版と同様、業界活性化につ
ながる可能性あり

※赤枠実線は有望領域、破線は将来的に可能性のあるもの

注：業界関係者すべての意見を網羅しているわけではないことに留意
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜③出版：業界ニーズに対応するBCビジネス

出版業界においてBC導入メリットへのニーズが高く、ビジネスの実現性があるのは流通プ
ラットフォームの導入と、トークンエコノミーの形成。

出所）各社ヒアリング結果よりNRI作成

BC応用範囲 ビジネス 業界からのコメント BCによる実現性

権利管理

権利情報データベース
（原盤証明サービス）

• マンガ作品の違法アップロード、無断利用が横行しており、作者・出版
社への被害が大きいため、技術的な対策ができることが望ましい

• 「Binded のような著作権管理サービスの提供は検討している。
無断転載は頻発しているが、見逃すべきものではない。PFに上
げることで権利主張が出来るといったブランディングができれば、
利用するクリエイターも増える」（A社）

• 「儲かっていないものに対しては（違法コンテンツ摘発への）コ
ストはかけられない。ネット上の著作権侵害が一番多いのは写
真。勝手に素材として使われてしまう」（B氏）

• 原盤証明はBCで可能
• ただし、違法コンテンツの摘
発は、他の技術が必要

流通プラットフォーム

• 権利処理は概ね著作権者と出版社の間の出版権設定契約のみであ
り、二次利用の機会が少ないためシステム化のメリットが低い

• 「本は二次利用の機会が少ない上に、多くのケースで著作者が
一人しかいない。ただし、電子作品等の権利を一括で管理す
るエージェントサービスが出てきている」（C社）

• 「出版社や編集が介在しない市場は、コミケなどの同人市場
だが、オンラインで再現できるかは不明」（A社）

• 「マンガ・イラスト等について『アイコンにしたい』などの細かい二次
利用ニーズはあるものの、現状では作者側に対応を委ねてい
る状態」（A社）

• ニーズは二次利用目的に
限定されるが、BCプラット
フォームが実現すれば解決
可能

• ただし、必ずしもBCである必
要はない

決済・取引
トークンエコノミー
（ICOにより形成）

• クリエイターへの報酬、購入者の決済手段について、決済手数料の低
減や即時性へのニーズがある

• 「若いユーザーが多いためコンビニ決済などを利用すると、デジタ
ルコンテンツなのに購入・消費の即時性が低くなる」（A社）

• BCプラットフォームが実現
すれば解決可能

• ただし、必ずしもBCである必
要はない

• また、決済では価値固定型
の仮想通貨でなければ実用
化は難しい

※赤枠実線は有望領域、破線は将来的に可能性のあるもの出版業界におけるBCビジネスへのニーズ整理

注：業界関係者すべての意見を網羅しているわけではないことに留意
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜④ゲーム：業界ニーズに対応するBCビジネス

ゲーム業界では、流通プラットフォームやトークンエコノミーの形成におけるメリットに対する
ニーズはあるが、現状実現性が高いのはゲーム音楽の流通化のみ。

BC応用範囲 ビジネス 業界からのコメント BCによる実現性

権利管理

権利情報データベース

• ゲームに関わる権利情報は、BC以外の現状のシステムで管理できて
おり、権利処理関連でのニーズや課題は現状あまりない

• ただし、「ゲーム内でプレイヤーが創作したアイテムや楽曲などは
著作物であり、BCで管理することでゲーム内での売買や二次
創作の履歴を追跡できる」（D社）

• プレイヤーの制作アイテム・
楽曲の権利情報データベー
スは要検討

• ただし、各社のサーバー管理
で可能

流通プラットフォーム

• ゲームのBGMは市場に流通していないものが多く、無断利用等が頻
発しているため、権利処理を行うことで流通を増加させたい

• 「JASRAC等で管理されていないものも多く、利用者にとって権
利処理の方法が分かりづらい」（D社）

• ゲーム音楽（BGM等）に
ついては、音楽のBCプラッ
トフォームに乗せることで流
通拡大の可能性がある

決済・取引

• Apple、GoogleなどのPFの集客効果は大きいが、デメリットも多い
ため、独自のPFへのニーズがある

• 「BCを導入したPFであればApple などが提示する100 円単位
よりも少額の単位で随時決済できるようになる」（D社）

• 「Apple やGoogleは消費者のクレーム対して返金を行うことが
多く、これはすべてゲーム会社側の負担となっている」（D社）

• 集客力次第で、BCによる流
通プラットフォームの方が将
来的にビジネスメリットが大き
くなる可能性はあり

トークンエコノミー
（ICOにより形成）

• 換金可能な通貨の発行は、法的ハードルがあるため、現実的でない
• 「現状の法律の範疇で行われているゲーム内通貨（有償通

貨）やゲーム共通電子マネーは自社内で中央集権的に管理
可能なものであり、BCに置き換えるメリットはない」（E社）

• 仮に、ゲーム間あるいは他社のゲームと共通で使うことができる、換金可
能なトークンを発行することが法的に解決したとして、以下のような課題
がある

• 社内決裁が出来る人がいない（ビジネス判断ができない）
• セキュリティへの不安
• ゲームの仕様の統一コスト
• 運用体制 等

• 将来的な可能性はあるもの
の、喫緊の対応策はなし

※赤枠実線は有望領域、破線は将来的に可能性のあるものゲーム業界におけるBCビジネスへのニーズ整理

注：業界関係者すべての意見を網羅しているわけではないことに留意
出所）各社ヒアリング結果よりNRI作成
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３．新たな流通システム・ブロックチェーンビジネスへのニーズ調査｜⑤広告：業界ニーズに対応するBCビジネス

広告業界では、BC導入メリットへのニーズが明確な企業は多くない状況。
将来的には、広告制作素材の管理や、流通プラットフォーム導入の検討余地がある。

出所）MarkeZine 20号「ブロックチェーン技術の広告領域への活用」、各社ヒアリング結果よりNRI作成

BC応用範囲 ビジネス 業界からのコメント BCによる実現性

権利管理

権利情報データベース
（広告制作素材の管理）

• 広告主は、制作の際に自らが出したお金が今回の素材の買い付けに
使われているのか、などの透明性の向上にはニーズがある

• 「ただし、ビジネスとしてどこまで大きくなるか、画像を作った権利
者側がそこまでトラッキングしたいかは不明」（F社）

• 「素材を購入する際は、制作段階で買いきり。自ら制作する場合には、
音楽著作者、動画出演者に対してなど、権利処理は煩雑。アマチュアク
リエイターが作った音楽等の素材がプールされているPFが出来たら、制作
はしやすい」（G社）

• 業界での喫緊の対応必要
性はなし

• 他のコンテンツ素材のプラット
フォームを利用することで解
決

流通プラットフォーム
（取引情報データベース）

• 現状では取引情報は不透明なため、広告主側のニーズはあるものの、
広告会社にとっては競合の情報が明らかになることはデメリット。

• 「広告主からの要望があれば対処しなければならなくなるが、
現状では広告主側からそのような要望は聞かない。今後も状
況は変わらないと思われる」（F社）

• 複数のプラットフォーム（SSP,DSP等）ごとの広告配信数は差異が
発生するが、費用や効果検証の根拠となる数字のため、広告主にとっ
てはこれを明らかにすることが望ましい。

• 「ただし、クライアントのレイヤーによって広告へのリテラシーが異
なり、施策への感度も変わる。また、コンバージョンが正しければ
単価は合っているので、結論として配信数は関係ないことにな
る」（F社）

• 「競争市場のため、やるとしても業界統一ではなく個社での取り
組みとしたい」（F社）

• 各プラットフォームの配信数
をBC上で管理することで、
差異の内容を明確化し、透
明性を担保することができる

• ただし、一定程度のメリット
はあるが、広告会社にとって
は業界統一化する必要性、
可能性は低い

決済・取引

トークンエコノミー
（ICOにより形成）

• 現状、明確な想定企業はなし • -

※赤枠実線は有望領域、破線は将来的に可能性のあるもの広告業界におけるBCビジネスへのニーズ整理

注：業界関係者すべての意見を網羅しているわけではないことに留意
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜①音楽

音楽業界では、アメリカからブロックチェーンを用いた権利情報のデータベース化と、
権利処理の仕組み化をめざす企業が登場している。

出所）各社公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

Dot Blockchain
Music
（アメリカ）

• 2016 年に設立。BCを活用
したあらゆる楽曲情報のデー
タベース構築をめざすdotBC
（オープンソース）プロジェク
トを推進

●
（現状
なし）

（現状
なし）

• 権利関係や再生権限といった、すべての楽曲の情報をBC上に載せ、誰
でも公に見られるようにすることを目指す

• 楽曲ファイルに追加する権利者情報をプラグインとして作成し、レーベルや
パブリッシャーに販売するほか、ライセンシングによるマネタイズを検討

• ただし、ビジネスとして儲けることは主眼とせず、「Public Benefit 
Corporation （パブリック・ベネフィット・コーポレーション）」という企業形
態で、収益の5～25% を教育団体に寄付している

Spotify
（スウェーデン/ア
メリカ）

• アーティストへの適正なロイヤ
リティ支払いのため、2017 年
4月にBCスタートアップ企業の
Mediachain を買収

●
（現状
なし）

（現状
なし）

• Mediachain では、分散化したピアツーピアのデータベースでアプリと各メ
ディア、情報を紐付けるサービス、クリエイターのための権利帰属エンジン、
クリエイターに作品の使用料が渡るようにするための仮想通貨を開発して
いるが、Spotify では現状、自社の提供楽曲とそのアーティストおよび楽
曲の権利者とを紐付けるテクノロジーの開発を進める

• 将来、技術的には他社DBとの連携や決済機能との連携も可能

Ujo Music
（アメリカ）

• BC技術（Ethereum のス
マートコントラクト）を活用し
た音楽販売プラットフォームを
開発。2017 年6月にはデモ
版をリリース

● ●
（現状
なし）

• 各アーティストの作品に関するデータを集積、作品のアップロードにより、著
作権や管理者の登録が可能

• ダウンロードやストリーミング、実演等の方法ごとに利用料の設定（管理・
集金）と決済・分配処理が可能

• 音楽のコンテンツファイルはAWS S3( 将来的にはIPFSへ）、著作権管
理データを含む楽曲のメタデータはIPFSにて保管

国内外の音楽業界におけるBCに関する近年の事例
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜②映像

映像業界では、海外でP2P型動画配信プラットフォームが構築され始め、
日本では既存の制作会社向けの権利情報データベースが考案されている。

出所）各社公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

NTTサービスエボ
リューション研究所
（日本）

• 2016 年2月に、BCによる動
画コンテンツの権利情報の記
録と権利者による直接管理を
実現する技術を発表

●
（現状
なし）

（現状
なし）

• 権利者は作品の二次利用以降の利用先まで把握することができる
• 利用者に対しては違法なコンテンツを利用してしまうリスクを減らす（広

告のための映像素材等）
• 現状では、出演者に対する許諾業務等のシステム化はサービス外

Viuly
（エストニア）

• Ethereum によるビデオ共有
プラットフォームを構築。2017
年3Qにα版リリース済、18年
1Qにβ版リリース予定

ー ●

●
（2017
年10月

～）

• ビデオ制作者は、プレミアムコンテンツへのアクセスを販売し、ユーザーから
の寄付を受け取るか、広告主から直接収益を得、ユーザーは無料のビデ
オを見ることでトークンの報酬が得られる

• プラットフォーム上の支払いはすべてトークン(VIU) で行われる
• α版のユーザーは既に100 万人超（2018 年3月時点）

Livepeer
（アメリカ）

• Ethereum による分散型ライ
ブ配信プラットフォームを構築
中

• 2018 年3月時点で、サービス
リリースは未実施

ー ●
●

（未実
施）

• Livepeer で動画を配信したユーザー、Livepeer のソフトウェアを開発す
る参加者にトークン（LPT）を配布

• 既存の動画プラットフォームのように、中間手数料や運営側による配信停
止措置が取られることがない

国内外の映像・動画業界におけるBCに関する近年の事例
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜③出版

記事、画像、イラストといった出版業界に関わる事例では、権利情報データベースのほか、
相互評価により記事内容の信頼性を担保するプラットフォームがある。

出所）オリコン株式会社コンフィデンス2017 年11月6日号 『音楽関係者が注目するブロックチェーンエンタテインメント活用の現状と可能性』、各社公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

Binded
（アメリカ）

• 2017 年5月に複数社から合
計95万ドルの出資を得て
「Blockai 」から名称変更

• BCによるコンテンツの権利管
理サービスを提供

● ー
（現状
なし）

• BC上に画像の権利情報を記録し、ウェブ上での無断利用をチェックする
• Mistletoe, Vectr Ventures, M&Y Growth Partners, Tokyo 

Founders Fund, Social Start のほか、朝日新聞も出資
• ただし、裁判では、BCによる原盤証明が有効な証拠として使われた事例

はまだなく、タイムスタンプ機能自体は、BC以外のサービスも存在

Kodak
（アメリカ）

• 2018 年1月に、プロ写真家
向けの著作権管理サービス
「KodakOne 」を発表

• 開始時期は2018 年4月時
点で未定

● ●
●

（準備
中）

• WENNデジタルと提携し、プロ写真家向けサービスとして、権利情報の記
録と著作料の支払い代行まで実施

• アップロードした写真のライセンス販売も可能で、利用者（写真家、消費
者）はみなトークン「KODAKCoin」を用いて支払いを行う

ALIS
（日本）

• 記事が評価された投稿者と、
いち早く評価したユーザーに
トークンを配布し、記事の信
頼性を担保するSNSを構築

• 2017 年9月にICOを実施し、
18年春にβ版公開を目指す

ー ●

●
（2017
年9月
～）

• ブロックチェーン技術は、ユーザが作成した記事の評価と、報酬データの保
存に用いられる

• 初期は仮想通貨へのリテラシーが高い層に向けた話題を扱うことでサービ
スの安定化を図り、一般層への仮想通貨概念の浸透の後に、音楽や
アーティストの話題も扱う予定

PUBLIQ
（スイス）

• BCを活用して信頼性の高い
記事を掲載するプラットフォー
ムを提供

• 2018 年5月にサービス開始
予定

ー ●

●
（2017
年11月

～）

• 投稿記事に読者の評価を紐付けることで信頼性を保証し、優良なコンテ
ンツ提供者には報酬（トークン「Publiq (PBQ)」）が分配される

• ライターはコンテンツの投稿で、広告主は広告掲載で、読者などはコンテ
ンツのフィードバックや評価等でPBQトークンを活用する

• PUBLIQ財団（デジタルコンテンツの著者をサポートするために設立され
た非営利団体）により運営されており、マネタイズ状況は不明

国内外の出版（記事・画像・イラストを含む）業界におけるBCに関する近年の事例
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜④ゲーム

ゲーム分野では、ゲームコンテンツの流通プラットフォームのほか、
ゲーム内でのアイテムの取引にトークンを導入するという形での活用が開始されている。

出所）各社公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

GameCredits
（セルビア）

• オンラインゲーム取引プラット
フォーム「GameCredits
Store 」の運営

• 「MobileGo 」向けに、2017
年4月にもICO実施予定

ー ●

●
（2014
年9月
～）※1

• 手数料の低減によりゲーム開発者への報酬還元率が向上し、利用者側
にも「Gamecredits (GAME)」での支払いの場合には割引価格で販売

• 分散型/ 中央集権型でのリアルマネートーナメント、分散型バーチャル市
場（ゲーム内アイテムの取引）の提供

EverdreamSoft
（スイス）

• 2017 年4月に世界で初めて
BC技術を取り入れたトレー
ディングカードゲーム「Spells 
of Genesis 」をリリース

ー ●

●
（2015
年9月
～）

• ゲーム内のカードの発行枚数が誰でも確認できるため、複製などが起こら
ず、カードの価値が担保される

• ゲーム内での取引にはトークン「Bitcrystals (BCY)」が用いられ、カード
はユーザー同士で受送信、トレードすることができるため、レアカードは高
値で取引されるなど投資目的で購入するユーザーも多い

Worldwide 
Asset 
eXchange
（アメリカ）

• 世界1位のゲーム内アイテム
取引サイト「オプスキンズ」が
2017 年9月に設立し、オンラ
インゲームアイテムの分散型
取引プラットフォームを構築

ー ●

●
（2017
年11月

～）

• これまでの主流であった個人間取引、中央集権システム上での取引より
も、安全かつ簡単に、好条件でのアイテムの売買が可能となる

• 営利目的のRMTが活性化する恐れもあり、ゲーム会社側の介入や法整
備の検討可能性もある

Axiom Zen
（カナダ）

• 2017 年12月にEthereum
上に存在する仮想仔猫を育
成し売買することができるゲー
ム「CryptoKitties （暗号仔
猫）」をリリース

ー ●

●
（2015
年7月
～）※2

• 最初の100 匹の仔猫を売ったことで回収したether と、15分ごとに新しく
生まれて売られる仔猫によって収益を得、すべてのオークションまたは
Siring 取引で、3.75 ％の手数料を徴収（スマートコントラクトによって直
接仔猫を売った場合には、支払いの必要はない）

国内外のゲーム業界におけるBCに関する近年の事例

※1 2014 年9月に「GAME」、2017 年4月に「MGO」を公開
※2 Axiom はICOを実施しているが、CryptoKitties としては公開予定なし
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜⑤広告

広告業界では、アメリカではデジタル広告の取引プラットフォームが開始され、
日本では、配信状況の透明化を目的としたサービスの実証実験が実施された。

出所）MarkeZine 20号「ブロックチェーン技術の広告領域への活用」、各社公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

ニューヨークインタ
ラクティブ広告取
引所
（アメリカ）

• 2017 年3月、デジタル広告
の価格透明性向上のため、
BCを導入し、デジタル広告の
取引記録を公開することを発
表

ー ●
（現状
なし）

• 広告主、メディア、そしてエージェンシーが将来の広告在庫の売買ができ
るマーケットプレイスで、条件が満たされている限り、契約条件の執行は
自動化される

• ネットワーク上のすべての参加者が承認する必要があるため、改ざん防止
の理想的な監査ツールとなる

• すべてのデジタル広告取引に対応するには、処理速度が課題となる

デジタル・アドバタイ
ジング・コンソーシア
ム
（日本）

• 2017 年4月、BCによる複数
の広告配信実績レポートの
統一化、正当性の証明に関
する実証実験を実施

ー ー
（現状
なし）

• BC上でSSP・DSPなどの配信実績レポートデータを突合し透明化するこ
とで、発生する差異の原因を把握する

国内外の広告業界におけるBCに関する近年の事例
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４．コンテンツ業界におけるブロックチェーン活用事例｜⑥その他（転売抑止チケット）

GMOインターネットは、BCを活用したチケットの転売抑止とチケットレス化を実現できる
プログラムを提供している。

出所）GMOインターネット公開資料よりNRI作成

事業者（国） 概要

ビジネス

詳細権利情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

流通
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ﾄｰｸﾝｴｺﾉﾐｰ
(ICO)

GMOインターネッ
ト
（日本）

• 2017 年9月、BCを活用した
プログラムのオープンソースプロ
ジェクト第4弾として、「転売
抑止チケット」を公開

• BCを活用した新しいビジネス
の実現を迅速な立ち上げから
支援するプラットフォーム
「Z.com Cloud ブロック
チェーン」正式版を、2018 年
1月より提供開始

ー ●
（現状
なし）

• チケット購入者（イベントの来場者）が通知したBC上のアドレスに入場
権を付与し、購入者が所有するスマートフォンなどの端末内で生成された
唯一の「鍵」によって、その権限を証明する仕組み

• チケットの入手経路がBC上に記録され、不正な取引記録のある利用者
の入場を制限することができる

• BCへの記録にかかる費用を、サービス提供者が日本円等でまとめて代払
いできる機能を用意しており、利用者側が仮想通貨で都度支払いをす
る必要はない

その他コンテンツ関連のBC活用事例
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜用語の定義

＜著作物の利用目的の区分＞

 一次利用

 著作物を、そのまま用いられる状態で、流通・販売等を実施するこ
と。

 原著作物の利用を指す

 二次利用

 原著作物を、複製・翻訳・翻案するなどし、流通・販売等を実施
すること。

 主な例は以下の通り

▪ 音楽の映画などへの利用

▪ TV番組のDVD化

▪ 出版物の脚本家・映像化

▪ 同人誌の制作

＜クリエイターの区分＞

 プロクリエイター（作家）

 既に、企業等を通じて商用作品を発表しているクリエイター（作
家）

 アマチュアクリエイター（作家）

 上記に該当しないクリエイター（作家）

 プロシューマー

 生産消費者。すなわち、ユーザーでありながらクリエイター活動を行
う人。

 本報告書においては、「アマチュアクリエイター（作家）」はこれを
含むものとする

コンテンツビジネスの対象範囲を検討するに辺り、著作物の利用目的、クリエイター区分
に関する用語を以下の通り定義。
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜BCを活用した流通PF導入後の業界構造

ブロックチェーンによる流通プラットフォームは、決済や著作権処理をシステム化し、
中間事業者との接点を持たないクリエイターと消費者との仲介を実現する。

実演家 作曲家 著者

・・・・

プロクリエイター

監督 等

権利管理者

・・・・

ブロックチェーンによる流通プラットフォーム

「ブロックチェーン、スマートコントラクトを利用する」ことで
①改ざんされずに情報を記録可能
②中間業務をシステム化
→コストの低廉化
→情報の透明性向上

配信事業者

著作権
管理

事業者

音楽
事務所

出版社
製作

委員会
・・・・

消費者

実演家 作曲家 著者

・・・・

アマチュアクリエイター
※プロシューマーを含む

監督 等

・・・・

消費者

※矢印は主なお金の動き

中間
事業者

ブロックチェーンによる流通プラットフォーム構築後の業界構造
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜BCを活用した流通PF導入後の各分野の恩恵

デジタルコンテンツの各分野において、BCを活用することで恩恵が得られる。
それにより、業界をより活性化させることができるのではないか。

コストの低廉
化

情報の透明
性向上

改ざんされずに情報を記
録可能

中間業
務のシ
ステム

化

権利情報の記録

取引情報の記録

（権利形態に応じた、自
動化された決済PF構築に
よる）クリエイターへの還元

率向上

適正な取引の増加

事業者情報の透明化促
進・アクセス性向上に伴う

流通・取引活性化

コンテンツの単価下落

音楽 映像 出版 ゲーム 広告

信頼できるアマチュアクリエイターとユーザーとの取引が増加

著作権者と著作権管理者との間の情報格差是正

著作権等の保有者、権利の移動等の記録・管理

売買の記録・管理

1

2
クリエイター保護による業界活性化

少額で儲けられる構造となりアマチュアクリエイターが増加

少額取引の増加による流通活性化

ブロックチェーンによる流通プラットフォームを構築することで得られる、各分野の一般的な恩恵（下記はあくまで一般的に議論されるものを記載）

広告主、DSP、
SSP、媒体間の

料金透明化促進
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜①音楽：ビジネスモデルイメージ

ブロックチェーンによる流通システムによって、個人での音楽配信に関わる権利管理、
使用料の分配が正確、迅速、安全に実施できるようになる。

出所）JASRAC,公益社団法人著作権情報センター

著作者
（作詞家・作曲家）

音楽出版社
レコード会社

著作権管理事業者
(JASRAC,NexTone 等）

音楽配信事業者

エンドユーザー

実演家

利用申し込み
使用料の支払い

「インタラクティブ配信」
の利用許諾

使用料の分配
「インタラクティブ配信」
権利の信託/ 委任注

使用料の
再分配

著作権契約
による譲渡

著作権 著作隣接権

契約・
対価の支払い

委託/ 許諾

使用料の
支払い

契約
による譲渡

楽曲の配信

注）支分権（演奏権、録音権等）、利用形態（広告目的で行う複製、インタラクティブ配信等）
ごとに管理事業者を変える（あるいは自己管理する）ことができる

ブロックチェーンによる流通プラットフォームを含む音楽配信に関わる権利処理の流れ

ブロックチェーンによる
流通プラットフォーム

（アマチュアやプロシューマー
等の作品をマネタイズ）

支払い 楽曲の配信

原盤制作会社

プロダクション・マネージメント

音楽配信事業者

使用料
分配

楽曲の配信支払い支払い

権利情報の
記録 使用料

分配

支払い 支払い

提供提供

※BCプラットフォームにより新たに追加される流れを赤で表記

（連携） （連携）



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 31

５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜①音楽：ビジネスの対象範囲

また、音楽に関わる権利処理がブロックチェーン上でシステム化されることによって、
商用配信のほか二次利用も活性化する可能性がある。

出所）公益社団法人著作権情報センター,JASRACHPよりNRI作成

著作権 著作隣接権（原盤権・実演家の権利）

権利の所在
※コンテンツの種類や契約パターンによる

作詞家・作曲家
⇒音楽出版社

実演家/ レコード制作者
⇒レコード会社

管理事業者
• JASRAC
• Nextone 等

• レコード会社
• 日本レコード協会
• インディペンデント・レーベル協議会（ILCJ）等

利
用
目
的

①一次利用（商用配信）
主体：配信事業者

• 複製権
• 公衆送信権
• 譲渡権（DL販売の場合）

• 複製権
• 送信可能化権
• 譲渡権（DL販売の場合）

②二次利用（音源利用、編曲等）
主体：クリエイター/ 配信事業者

• 複製権（録音）
• 上映権・演奏権（映画等）
• 公衆送信権（YouTube/ 配信番組等）
• 譲渡権／貸与権（CD化、ビデオグラム化）
• 翻訳権・翻案権等

• 著作隣接権
（法律上明確な区分なし。JASRACでは利用
目的別に区分される）

音楽の利用許諾が必要となる著作権/ 著作隣接権
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜①音楽：運営方法と課題

楽曲流通プラットフォームの対象とする範囲は、インディーズ・アマチュアのクリエイターの
著作隣接権のみとする場合が最も実現性が高いと考えられるが、集客性が課題となる。

出所）JASRAC,ILCJ,日本レコード協会HPよりNRI作成

#
対象

コンテンツ
権利の範囲 現在の管理方法

BCによる運営モデル
（想定）

課題

1

インディーズ・
アマチュアの

み

著作隣接権
（原盤権、実
演家の権利の

み）

• 基本は実演家本人、レコード製作
者による管理

• ILCJ/IRMA 等への委任、日本レ
コード協会への再委任の場合あり• パブリック型

• マイナーへのマイニン
グ報酬による自主運
営

• 開発費用の調達、運用コストの回収方法
（決済手数料率の決定）

• 集客（クリエイター・利用者への周知・拡大）

2

著作権・
著作隣接権
（作詞・作曲
家の権利を含

む）

• 上記に加え、著作権はJASRACへ
の信託・委任の場合あり
（NexTone は影響しない）

• 既存の管理事業者との連携等
• 開発費用の調達、運用コストの回収方法

（決済手数料率の決定）
• 集客（クリエイター・利用者への周知・拡大）

3

アマチュア～
プロまで

著作隣接権
（原盤権、実
演家の権利の

み）

• プロでは多くの場合実演家の権利
はレコード会社へ譲渡され、原盤
権はレコード会社から日本レコード
協会へ委任される • コンソーシアム型

• 手数料収益による
コンソーシアム運営

• 既存の管理事業者との連携等
• 参画企業の募集
• クリエイター・ユーザーにとってメリットが大きく、ビ

ジネスとなる手数料比率の決定
（コンテンツにより変動させる）

4

著作権・
著作隣接権
（作詞・作曲
家の権利を含

む）

• プロでは上記に加え、著作権は
JASRAC/NexTone への信託・委
任される場合が多い

楽曲流通プラットフォームの対象範囲別：運営方法と課題の整理

狭

広

対
象
範
囲
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著作者（制作プロダクション／アマチュア等）

著作権者（出資者）

５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜②映像：ビジネスモデルイメージ

映画の著作物においても、権利管理、制作者と流通事業者とをつなぐ権利処理機能を
ブロックチェーンが担うことができる。

出所）JASRAC,NexTone,CPRA,音制連,音事協,公益社団法人著作権情報センター各社公開HPよりNRI作成

エンドユーザー

流通事業者

提供
支払い

ブロックチェーンによる流通プラットフォームを含む映像作品に関わる権利処理の流れ

映画会社

著作権者注

原作者 脚本家

提
供 監督 プロデューサー美術監督 撮影監督

許諾

支払い

注）映画は原作、脚本の二次的著作物と解釈されるため、同等の権利を持つ

製作委員会

発注・
制作委託 作品提供

（原則権利は
移転しない）

発注

作品提供
（権利移転）

支払い

提供

流通事業者

ブロックチェーンによる
流通プラットフォーム

権利情報
の記録

使用料の分配

提供

支払い

提供
支払い

支払い

提供

権利情報
の記録

使用料の分配

支払い

提供

配給会社

テレビ局 配信事業者

広告会社

テレビ局 配信事業者

※BCプラットフォームにより新たに追加される流れを赤で表記
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜②映像：ビジネスの対象範囲

音楽と同様、映像においても二次利用を含めた流通活性化が期待できる。

著作権 著作隣接権

権利の所在
※コンテンツの種類や契約パターンによる

映画製作者
映画の著作者

（制作会社等）
原作者、脚本家

実演家
（出演者）

レコード製作者

管理事業者
-

（権利者による管理）

-
（実質的には出版社が窓

口）

CPRA（一次利用）
aRma （二次利用）

日本レコード協会

利
用
目
的

①一次利用（放送・配信等）
主体：放送・配給・配信事業者

• 上映権
• 公衆送信権等

• 二次的著作物の利
用権

• 録音権・録画権
• 放送権・有線放送

権
• 送信可能化権

• 送信可能化権
• 二次使用料を受け

る権利

②二次利用（素材利用・編集等）
主体：クリエイター/

放送・広告制作事業者等

• 頒布権
• 翻訳権・翻案権等

• 録音権・録画権
• 二次使用料を受け

る権利
• 譲渡権

• 譲渡権

映像作品の利用許諾が必要となる著作権/ 著作隣接権

出所）JASRAC,ILCJ,日本レコード協会HPよりNRI作成
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜②映像：運営方法と課題

映像作品の流通プラットフォームでは、著作隣接権を含まない、アマチュアクリエイターの
作品を対象とする場合が最も実現性が高いと考えられるが、集客性が課題となる。

出所）JASRAC,ILCJ,日本レコード協会HPよりNRI作成

# 対象コンテンツ 現在の管理方法
BCによる運営モデル

（想定）
課題

1
著作権のみの

作品
（実演家や

他の著作物を
含まない）

アマチュア
のみ

• 製作者自身が管理

• パブリック型
• マイナーへのマイニン

グ報酬による自主運
営

• 開発費用の調達、運用コストの回収方法
（決済手数料率の決定）

• 集客（クリエイター・利用者への周知・拡大）

2
アマチュア～

プロまで
• プロでは、制作会社や製作委

員会の事務局等が管理

• コンソーシアム型
• 手数料収益による

コンソーシアム運営

• 開発費用の調達、運用コストの回収方法
（決済手数料率の決定）

• 既存の事業者との連携等
• 参画企業の募集

3
著作隣接権を

含む作品
（音源利用、
出演者等を含

む）

アマチュア
のみ • 上記に加え、音源を含む場合

には日本レコード協会への許
諾・支払いが必要

• 実演家への許諾・支払いは日
本芸能実演家団体協議会が
窓口となる

• 動画業界だけでなく、他分野を含む調整が必要
（著作隣接権者の了承を得ずに、プラットフォー
ムに乗せることは出来ない）

• 多様なステークホルダーへの分配比率の決定

4
アマチュア～

プロまで

映像作品流通プラットフォームの対象範囲別：運営方法と課題の整理

狭

広

対
象
範
囲
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜③出版：ビジネスモデルイメージ

電子書籍や画像・イラストにおいても、制作者と流通事業者とをつなぐ権利処理機能を
担うことで、個人への使用料の分配が正確、迅速、安全に実施できるようになる。

出所）桑野雄一郎、赤松健、福井健策「出版・マンガビジネスの著作権（第2版）」、公益社団法人著作権情報センターHPよりNRI作成

著作権者（作家）

エンドユーザー

著作権（電子出版権） 著作権（翻訳権・翻案権）

ブロックチェーンによる流通プラットフォームを含む電子出版物に関わる権利処理の流れ

ブロックチェーンによる
流通プラットフォーム

（アマチュアやプロシューマー
等の作品をマネタイズ）

支払い 提供

映画会社・放送事業者

使用料
権利情報の

記録

提供支払い

出版社

支払い

許諾

出版権
契約

配信事業者

出版権
契約

（連載時は
無契約）

提供支払い

管理事業者

支払い 支払い

提供提供

分配

支払い
許諾

委託

支払い

※BCプラットフォームにより新たに追加される流れを赤で表記

（連携） （連携）
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜③出版：ビジネスの対象範囲

音楽や映像と同様、電子書籍や画像・イラストにおいても二次利用を含めた流通活性化
が期待できる。

著作権

権利の所在
作家

（⇒一部出版社の場合あり）

管理事業者 • なし（実質的には出版社が窓口）

利
用
目
的

①著作物の一次利用
（商用配信）

主体：配信事業者

• 複製権
• 公衆送信権

②著作物の二次利用
（脚本化・映像化等）

主体：クリエイター/ 配信事業者

• 翻訳権・翻案権
• 複製権
• 公衆送信権（Youtube / 配信番組等）
• 上映権・上演権・演奏権（映画化・舞台化等）
• 口述権（朗読会）
• 展示権
• 頒布権
• 譲渡権・貸与権

電子出版物（画像・イラストを含む）の利用許諾が必要となる著作権

出所）桑野雄一郎、赤松健、福井健策「出版・マンガビジネスの著作権（第2版）」、公益社団法人著作権情報センターHPよりNRI作成
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５．新たなコンテンツビジネスモデルの構築及びその実現に向けた課題調査｜③出版：プラットフォームの対象範囲

電子出版物の流通プラットフォームにおいては、アマチュア作家による作品のみを対象と
する場合が最も実現性が高いと考えられるが、集客性が課題となる。

出所）JASRAC,ILCJ,日本レコード協会HPよりNRI作成

#
対象

コンテンツ
権利の範囲 現在の管理方法

BCによる運営モデル
（想定）

課題

1 アマチュア
電子出版権
翻訳・翻案権

• 作家本人が管理

• パブリック型
• マイナーへのマイニン

グ報酬による自主
運営

• 開発費用の調達、運用コストの回収方法
（決済手数料率の決定）

• 集客（クリエイター・利用者への周知・拡大）

2

アマチュア
～プロまで

電子出版権
のみ

• 作家本人が権利を持つ
• 契約により、出版社・配信事業

者が独占権を持つ場合がある

• コンソーシアム型
• 手数料収益による

コンソーシアム運営

• 運営・参画企業の募集
• 業界理解、各社（編集部門等）への手数料

配分の調整
• 開発費用の調達、運用コストの回収方法

（決済手数料率の決定）
• 集客（クリエイター・利用者への周知・拡大）

3
翻訳・翻案権

のみ

4
電子出版権
翻訳・翻案権

電子出版物（画像・イラストを含む）流通プラットフォームの対象範囲別：運営方法と課題の整理

狭

広

対
象
範
囲
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６．ビジネスモデルの実現に向けたロードマップ

まずは第１段階として、実証実験の実施を目指し、枠組みの検討などから始める。
その後、実証実験を経て、小規模な運用によりノウハウをため、本格運用を目指す

 実証実験の実施
 実証実験の枠組みを検討

 ユースケース
 参加企業
 実証範囲 など

 実証実験、検証の実施
 必要な制度の整備等に向けた活動
 関連業界での技術者、有識者育成等の

実施など

STEP1 STEP2

 小規模実運用の実施
 実運用の枠組みを検討

 ユースケース
 参加企業
 運用範囲 など

 実証実験等を受けた課題の整理
 運営主体、参加企業など

「あるべき論」の整理
 小規模実運用の開始

 必要な制度の整備等に向けた活動
 関連業界での技術者、有識者育成等の

実施など

STEP3

 本格運用
 本格運用の枠組みを検討

 ユースケース
 参加企業
 運用範囲 など

 小規模実運用を受けた課題の整
理

 関係各所との各種調整
 必要な制度の整備

 本格運用の開始
 関連業界での技術者、有識者を交えた団

体の組成など

ビジネスモデル実現に向けたロードマップ
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７．ブロックチェーンを活用した流通システムの市場規模

ウェブアンケートを用いて、市場規模の推計を実施した。

ウェブアンケート調査を用いて、「ブロックチェーンのような新しい仕組み」によりどれくらいの市場規模（経済効果）があるかを求めた。

市場規模を算出するにあたり、アンケートでは、下記のように、「アマチュアコンテンツがブロックチェーンのような仕組みで手軽に流通した
らば活用するか？」の観点で意見を集めた。アンケートに掲載した文章を以下に示す

ネットで他の人の画像や音楽、動画等を利用する場合、権利者に許諾をとって利用料を支払う必要があります。例えば、
Facebook （フェイスブック）やTwitter （ツイッター）で書き込む時に関連した面白い画像を貼ったり、自作動画や自分の
ウェブページにBGMを流したりするような場合です。一般に、映像・音楽作品をつくるとき、既存作品を多少でも使えば利用料
が必要になります。

しかし、利用者が企業ではなくて一般国民の場合、許諾と支払いの手続きの方が面倒で、実際には行われていません。そこで
手続きをごく簡素化することを考えます。例えば、画像をクリックするだけで数十円を払って利用できる、あるいは毎月一定額
（たとえば数百円）払うといくらでも人の作品を利用できるような仕組みです。利用料は作品を作った人に配分されます。

この簡素化により、一般の国民が他の人の作品を元に作品をつくることが容易になり、また一般国民がアマチュア作家として収
入を得ることもできるようになります。結果として、ネットにはいまより多くのアマチュア作品が出まわるようになり、その中からプロ顔
負けの面白い作品も出てくるでしょう。

したがって、後述する市場規模には、既存システムを置き換えたケースについては触れていない点に留意

なお、経済効果の推計にあたっては、慶應義塾大学田中 辰雄 先生により、ご監修いただいた。
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７．ブロックチェーンを活用した流通システムの市場規模

SNSを用いた情報発信頻度が、週に1回未満の人は約76.6%。

 Q1：あなたはSNS（Facebook やTwitter 、LINE 、Instagram など）に、文章や写真、動画をどの程度の頻度で投稿しますか。

58.9

17.7

5.4

5.7

12.3

49.7

22.3

6.8

6.4

14.8

SNSに文章や写真、動画を投稿したことがない

週に1回以上

2～3日に1回以上

週に1回未満

毎日1回以上

スクリーニング前(n=1742)

スクリーニング後(n=1210)

週1回以上情報発信をする人は23.4 ％。週1回未満の人は76. 6％（いずれもスクリーニング後）

サンプリングは偏らせてあるので、ウエイトバックする。
（毎日１回以上書き込む人を12.3/14.8=0.83 倍、投稿した事が無い人を58.9/49.7=1.18 倍）
（以降の頁は全てウェイトバックした結果を提示）

スクリーニング前と後の情報発信比率
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７．ブロックチェーンを活用した流通システムの市場規模

新しい仕組みが構築された場合、週1回未満情報発信者の11.2%が、
何らかの形で利用したいと回答。

 Q2：あなたは前述の簡素化の仕組みが導入されたとして、利用するでしょうか。あてはまるものを全てお知らせください。

88.8

8.0

2.7

2.1

81.0

11.4

6.0

6.8

人の作品を元にして作品をつくってみたい

人の作品をSNSに貼るなどして使ってみたい

特に利用しようとは思わない

自分の作品をこの仕組みに乗せて収入を得てみたい

週1未満のみ

全体

週1未満情報発信者の11.2%
が、新しい仕組みを何らかの形で
利用したい、と回答

新しい仕組みの利用意向
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７．ブロックチェーンを活用した流通システムの市場規模

SNSの利用頻度を問わず、新しい仕組みが構築された場合に、支出する金額は、
一人あたり・一ヶ月あたり約47.22円

 Q3：簡素化の仕組みが導入されたとすると、人の作品を利用する際に利用料を払うことになります。あなたは一ヶ月あたり、総額いくらくらい払うと思います
か。

1.1

0.3

1.9

3.9

3.0

6.5

83.2

約500 円／月

約300 円／月

約200 円／月

約100 円／月

0円（利用しない）

約700 円／月

1000 円以上／月

予想される支出金額

加重平均すると、一人あたり
一ヶ月平均47.22 円
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７．ブロックチェーンを活用した流通システムの市場規模

新しい仕組みの構築による直接的/間接的なインパクトは、約733億円と推計される。

直接的
市場拡大

活動人口7000 万人
1人あたり47.22 円/ 月
→47.22 円×7000 万人×12ヶ月=397 億円

397 億円

間接的
市場拡大

週1回未満の人は情報発信をしていないと仮定（76.6% ）
彼らのうち、11.2% が、情報発信を開始する
→0.766*0.112=0.086 （8.6% ）

現時点の週1回以上の情報発信者の比率は23.4% なので、
8.6/23.4=0.367 （36.7% ）だけ情報発信者が増加
同人市場も同じ比率で拡大すると仮定
同人誌817 億円、ボカロ100 億円（矢野経済研究所より）
→917 億円×0.367=336 億円

336 億円

733億円

【参考】2016年のデジタルコンテンツ（ネットワーク分野のうち、動画、音楽、静止画・テキスト等）の市場規模は約5300億円
（出所：一般財団法人デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2017 」）




